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５ 流域対策 

雨水貯留、地下浸透の取り組みは、実施箇所が多いほど貯留浸透の効果が高く

なるため、国、県、市町及び県民自らが、浸水被害軽減の必要性を認識し、でき

るだけ多くの箇所で実施することが望ましい。 

このため、国、県、市町及び県民は、｢雨水貯留浸透機能に係る指針｣(平成24

年11月 兵庫県)及び｢貯水施設の雨水貯留容量確保に係る指針｣(平成25年３月 兵

庫県)を参考として、水田やため池など地域に備わっている雨水貯留浸透機能を

保全、活用するとともに、学校・公園等を活用し、雨水貯留浸透機能の整備に努

める。 

 

（１）調整池の設置及び保全 

 これまでの取組 

これまで県では、1ha以上の開発行為を行う場合、開発行為に伴う雨水流出

量の増大を抑制するため、｢調整池指導要領及び技術基準｣(平成21年９月)に基

づき、開発者に対して調整池を設置するよう指導してきた。 

ただし、計画地域のうち、流域整備計画に定める｢猪名川小戸流域の保水地

域｣内の開発行為については、｢猪名川流域総合治水対策における調整池技術基

準｣(昭和58年５月)を適用してきた。 

また、既設の調整池に対しても、流域整備計画の計画降雨(生起確率年1/10)

に有効となるよう洪水吐を改造するといった取組も実施してきた(対象４箇所

中２箇所で実施済)。 

平成25年４月以降は、総合治水条例に基づき、1ha以上の開発行為により浸

水を発生させる可能性が高まる場合には、開発者に対し、｢重要調整池の設置

に関する技術的基準及び解説｣(平成25年４月)に適合する｢重要調整池｣を設置

させるとともに、適切に管理することを義務づけている(流域整備計画におけ

る基準は行政指導として存置)。 

なお、計画地域において51箇所の調整池が設置されている。 

 

表） 調整池の設置の状況 

市町名 
調整池設置数 

(計画地域内) 

猪名川町 13 箇所 

川西市 35 箇所 

宝塚市 4 箇所 

伊丹市 0 箇所 

尼崎市 0 箇所 

合 計 52 箇所 
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今後の取組 

調整池の設置及び保全については、条例の遵守はもとより、流域整備計画の

基準も適用する。 

 

指定調整池の指定 

県は、重要調整池以外の調整池のうち、その施設の規模や浸水被害の発生状

況、推進協議会の協議内容等から、雨水流出抑制機能を維持することが計画地

域における流域対策に特に必要と認め、所有者等の同意の得られた施設を指定

調整池に指定(条例第18条)する。指定調整池の所有者等はその機能維持を図る

べく、適正に管理する。 

 

 

トピックス：小規模開発(～1ha)に対する調整池設置指導(宝塚市・伊丹市) 

総合治水条例では、雨水流出抑制の観点から、雨水流出量が増加する全ての

開発行為に対して、調整池を設置するよう求めている。そのうち、条例におい

て調整池の設置義務を課していない開発面積１ha未満の民間による開発行為に

対して、宝塚市や伊丹市では、市独自にルール(下記)を設けて、調整池を設置

するよう開発者に対して行政指導している。 

 

＜宝塚市＞ 

3,000㎡(0.3ha)以上の一定の下水流量の増大をもたらす開発行為に対して、

雨水貯留・浸透施設を設置すること。(→設置箇所数は不明) 

 

＜伊丹市＞ 

2,000㎡(0.2ha)以上の全ての開発行為に対して、雨水貯留施設を設置する

こと(別途、雨水浸透施設の設置も指導している)。 

→設置箇所数：54箇所 総貯留量約12,000㎥(全市域 Ｈ23.４現在) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真）商業施設の敷地内に雨水貯留施設を設けた例(伊丹市内) 

 

凹地（芝生ｴﾘｱ）に雨水が貯まりやすいよ
う、排水口を狭めている(ｵﾘﾌｨｽ構造)。 

＊参照：開発に伴う上下水道に関する基準書

＊参照：伊丹市排水施設技術基準
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図） 調整池の分布状況 
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（２）土地等の雨水貯留浸透機能 

① 校庭、公園、駐車場その他広い土地を利用した施設 

② 庁舎、病院、体育館その他の大規模な建物又は工作物 

広い土地や大規模な建物等では、それらが有する空間を活用することにより、

一定量の雨水を貯留または浸透させることができる。そのため、当該土地等の

所有者は、本来の用途や機能を損なわない範囲内において、雨水貯留浸透機能

を備えることが望ましい。 

なお、計画地域内においては、126箇所の学校、147箇所の都市公園(3,000㎡

以上)、111箇所の官公庁施設・大規模公共施設がある。 

 

 これまでの取組 

国、県及び市町は、下表に示すとおり、学校の校庭、都市公園、庁舎、道路

等において、雨水貯留浸透機能を備えるための施設を整備している。 

 

 

主体 施設名 機能の概要 

国 

神戸地方法務局 

伊丹支局 

貯留量72㎥、浸透舗装、浸透桝 

[伊丹市昆陽１] 

国家公務員宿舎 
貯留量823㎥、浸透桝(駐車場) 

[伊丹市昆陽東] 

県 

尼崎総合庁舎 
透水性舗装 500㎡、貯留壁設置(延長50m、

高さ20cm)(駐車場)、タンク1基 

伊丹庁舎 透水性舗装 50台 

県住宅供給公社 

賃貸住宅 

貯留量73㎥(地下)、浸透舗装、浸透桝 

[伊丹市南町] 

県道尼崎宝塚線他 透水性舗装4.2km  

県立都市公園 

（西猪名公園） 
管理棟雨水タンク 1基 

県立都市公園 

（一庫公園） 

里山保全、グラスパーキング、パークセン

ター雨水地下貯留槽21m3 

猪名川町 町道上野５号線他 透水性舗装0.5ha 

川西市 

市道1号線他 透水性舗装3.4ha  

川西南中学校 貯留量748㎥、貯留水深10cm(校庭) 

プロペラ公園 

 

浸透桝16箇所 

 
キセラ川西せせら

ぎ公園 
地下貯留(835㎥) 
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主体 施設名 機能の概要 

宝塚市 市道 透水性舗装0.8ha 

伊丹市 

北本町
きたほんまち

公園 貯留量524㎥、貯留水深56cm(地表) 

いたみホール 貯留量900㎥ 

スワンホール 貯留量70㎥ 

市営浄水場 貯留量４㎥ 

市立図書館 貯留量120㎥(地下) 

市道山田伊丹線他 透水性舗装53.1ha 

民間開発等 
透水性舗装9.9ha、浸透管787m、 

浸透桝9,582箇所 

尼崎市 

双星高等学校 貯留量316㎥、貯留水深20cm(校庭) 

もすりん橋公園 貯留量312㎥、貯留水深20cm 

戸の内公園 

 
貯留量204㎥、貯留水深20cm 

神崎川緑地 貯留量311㎥ 

市道等 透水性舗装2.2ha  

民間開発等 
透水性舗装7.3ha、浸透管約129km、 

浸透桝44,744箇所 
  ※平成28年度末時点 

 

 

【雨水浸透の事例】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【駐車場】 
神戸地方法務局伊丹支局

【駐車場】 
兵庫県伊丹庁舎
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【雨水貯留の事例】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今後の取組 

これまでの取組を継続・発展させるとともに、建物等を新築・建替する場合、

当該施設の所有者は、雨水貯留浸透機能を備えるよう努める。また、その機能

維持を図るべく、適正に管理する。 

なお、現時点で実施が具体化している取組を下表に示す(予定・検討中を含

む)。 

 

主体 施設名 備考 

県 

県営伊丹野間住宅 駐車場貯留230㎥ 

県立尼崎高等学校 校庭貯留(平成27年度着工) 

 

【地下貯留】伊丹市立図書館

10cmの貯留水深確保

【校庭貯留】川西南中学校 

【公園貯留】 
もすりん橋公園(尼崎市)

【公園貯留】 
戸の内公園(尼崎市) 
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図) 学校の分布状況 

 

市町名 学校 

猪名川町 11 箇所 

川西市 28 箇所 

宝塚市 7 箇所 

伊丹市 22 箇所 

尼崎市 58 箇所 

合 計 126 箇所 
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図） 都市公園の分布状況(供用面積3000㎡以上) 

 

市町名 都市公園 

猪名川町 24 箇所 

川西市 41 箇所 

宝塚市 4 箇所 

伊丹市 22 箇所 

尼崎市 56 箇所 

合 計 147 箇所 
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図） 関係市町における官公庁施設及び大規模公共施設の分布状況 

市町名 国の施設 県の施設 市町の施設 

猪名川町 0 箇所 1 箇所 10 箇所 

川西市 2 箇所 3 箇所 24 箇所 

宝塚市 2 箇所 0 箇所 2 箇所 

伊丹市 8 箇所 1 箇所 25 箇所 

尼崎市 13 箇所 4 箇所 16 箇所 

合 計 25 箇所 9 箇所 77 箇所 

注）官公庁及び大規模公共施設の 

  抽出施設 

国の機関：裁判所,法務局, 

税務署,自衛隊駐屯地等 

県の機関：県民局,警察署等 

市町の機関：市役所・町役場 

および支所・出張所, 

消防署等 

国の施設(裁判所,法務局,税務署,自衛隊駐屯地等) 

県の施設(県民局,警察署等) 

市町の施設(市役所・町役場および支所・出張所 

    消防署等) 
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③ 住宅、店舗その他の小規模な建物又は工作物 

住宅等の小規模な建物等では、屋根に降った雨水をタンクに貯留する方法が

主流であり、個々の貯留量は小さいが、一団の地区単位で実施すれば、相当量

の雨水貯留が可能となる。また、貯留した雨水を、樹木への散水、庭への打ち

水、災害時の用水などに利用する等、雨水利用の観点においても有用な取組で

ある。 

 

これまでの取組 

各市町では、住宅、事業所等を対象(市町により多少異なる)として雨水貯留

タンク設置費の一部を助成する事業を行ってきている(下表)。 

 

表） 雨水貯留タンク設置費の助成の状況(市町全域) 

主体 助成件数 助成開始年度 

猪名川町 219件 H15～ 

川西市 162件 H25～ 

宝塚市 54件 H16～ 

伊丹市 148件 H23～ 

尼崎市 93件 H24～ 

計 575件  

 

 

 今後の取組 

雨水貯留タンク設置助成制度を継続的に実施し、雨水の流出抑制効果の向上

と雨水の有効利用を促進する。 

 

 

 トピックス：公共施設に設置した雨水タンク 

身近な総合治水(流域対策)の取組である雨水貯留タンクは、不特定多数が目

にする機会が多い場所に置くことにより、総合治水に対する“広告塔”として

も大きな役割を果たす。 

 

 

 

 

 

 

  鉄道駅前の連絡通路下(川西市) 一庫ダム管理所の玄関(水資源機構) 

 

 平成28年度末時点
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④ 水田、ため池その他の雨水貯留浸透機能を現に有する施設 

計画地域内には93箇所のため池(貯水容量5,000㎥以上)、約950haの水田があ

る。 

水田は、大雨や台風の時に降った雨を貯めることにより一度に流れ出るのを

防ぎ、徐々に下流に流すことによって洪水を防止・軽減し、都市や農村を守っ

ている。さらに、水田の排水口のせき板を嵩上げする等により、その機能をさ

らに高めていくことが期待される。 

このため、水田の所有者は、営農に支障のない範囲(時期、水深等)において

水田貯留に取り組むよう努めるとともに、県及び市町は、それらの普及啓発や

実施にあたっての技術的な助言・指導を行う。 

ため池は、主に農業用水の確保を目的として造られた施設であるが、大雨時

にはため池流域からの流出量が一時的に抑制されることから、洪水を調節する

機能も備えている。 

このため、ため池の所有者は、農業上の利水容量に余裕があり、利水者の同

意を得られる場合は、取水に支障のない範囲(時期、構造等)において、洪水吐

の切り欠きや取水施設への緊急放流機能の追加等、洪水調節機能を向上させる

ための改良を行うよう努めるとともに、県及び市町は、それらの普及啓発や実

施にあたっての技術的な助言・指導を行う。 

併せて、ため池の管理者は日常点検や維持管理など適切なため池の管理に努

める。 
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図） ため池の分布状況(5,000㎥以上) 

 

市町名 ため池箇所数 

猪名川町 48 箇所 

川西市 34 箇所 

宝塚市 6 箇所 

伊丹市 5 箇所 

尼崎市 0 箇所 

合 計 93 箇所 
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 トピックス：｢たんぼダム｣の取組(兵庫県) 

県では、水田における雨水貯留｢田んぼダム｣の全県的な普及拡大を図るため

の取組を進めている。 

●平成25年度 西播磨地域の水田をモデルに実施効果等を検証 

●平成26年度 排水を調節するためのせき板等を希望集落に配布する 

      ｢せき板1000枚配布大作戦｣を展開 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図）田んぼダムのイメージ(せき板) 

 

 

 トピックス：｢ため池貯留（洪水吐の切下げ）｣の取組(兵庫県) 

洪水吐の越流堰を一部切り下げ、営農に支障のない期間中、これを常時開放

することにより、一定の治水容量を確保する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図）ため池貯留（洪水吐の切下げ）のイメージ 

 

【通常時】 

切欠きから排水 

【強雨時】 

せき板を越流し排水 

 田んぼダム 
用せき板 

せき板設置の状況 

【通常時】 

切欠きから排水 

【強雨時】 

せき板を越流し排水 

 

切り下げ後の水位 

通常の満水位 

新たな治水容量 

一部切り下げ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

新たな治水容量 

通常の満水位 

切り下げ後の水位 

一部切り下げ 

堤体断面 
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⑤ 維持管理 

前記①～④に関する施設の所有者は、当該施設の雨水貯留浸透機能を維持す

るよう、適正な管理に努める。 

 

⑥ 指定雨水貯留浸透施設の指定 

県は、前記①～④に関する取組のうち、その施設の規模や浸水被害の発生状

況、推進協議会の協議内容等から、雨水貯留浸透機能を備え、又は維持するこ

とが計画地域における流域対策に特に必要と認め、所有者等の同意の得られた

施設を指定雨水貯留浸透施設に指定(条例第22条)し、所有者等はその機能維持

を図る。 

雨水貯留浸透施設の整備者と施設管理者が異なる場合は、管理協定を締結す

る等により適正な管理に努め、将来にわたる維持管理に努める。 
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（３）貯水施設の雨水貯留容量の確保 

利水ダム、ため池その他の雨水を貯留し、利用する目的で設置された貯水施

設の管理者は、大雨に備えて、事前に貯水量を減らしておくよう努める。 

また、当該施設の所有者は、当該施設の雨水貯留容量を確保できるよう、適

正な管理に努める。 

一庫ダムでは、大雨が降りやすい6～10月の期間に貯水位を下げて容量を空

けておき、大雨の際に一時的に洪水を貯留することで、たくさんの水が川に流

れすぎないよう調節し、洪水被害の軽減を図る運用を行っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図）一庫ダムの貯水池運用 

出典）水資源機構HP      

 指定貯水施設の指定 

貯水施設の雨水貯留容量に関する取組のうち、施設規模、推進協議会の意見

等から、雨水貯留浸透機能を備え又は維持することが計画地域における流域対

策に特に必要と認められる施設にあっては、当該施設の本来設置目的、機能に

支障のない範囲で、県は、所有者等の同意を得て、条例第27条に基づき指定貯

水施設に指定する。指定貯水施設の所有者等は所要の雨水貯水容量を確保する。 

 

 トピックス：｢ため池の事前放流｣の取組(兵庫県) 

  大雨に備えて、事前にかんが

い用取水口を開放し、あらかじ

め決めておいた放流水位に達す

るまで貯留水を放流し、貯水量

を減らしておくよう努める。 

 

 

 

                図）ため池の事前放流のイメージ 

 

直前放流

放流前水位 

取水口水位

取水口を開放 

（池干し） 

土砂吐を開放 
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（４）ポンプ施設との調整 

築堤河川に隣接した内水区域等の雨水を河川へ排水するために設置されたポ

ンプの大部分は、河川水位が上昇し堤防が決壊する恐れがある場合でも排水が

継続されることから、河川のさらなる水位上昇を招き、河川の溢水や堤防の決

壊を助長する危険性を有している。 

そのため、河川増水時にはポンプ運転を停止する等の調整が重要である。 

計画地域のうち、猪名川では、対策協議会において、平成13年度から河川管

理者である国の主導の下、ポンプ管理者である市等と意見交換を行ってきた。 

今後も、引き続き、ポンプ運転調整を行う際の水位設定や運転調整の有無に

よる浸水シミュレーション等による検討・検証を重ね、関係機関の連携のもと、

運転調整のためのルールづくり(排水計画の策定)を目指す。 

 

表） 雨水排水に係るポンプ施設一覧(河川管理施設以外) 

Ｎｏ ポンプ施設名 所在市 所在地 管理者 
排水量 
(㎥/分) 

① 前川ポンプ場 川西市 栄根2丁目 川西市上下水道局 782 

② 加茂ポンプ場 加茂6丁目 780 

③ 渕雨水ポンプ場 伊丹市 森本1丁目 伊丹市上下水道局 188 

④ 鶴田雨水ポンプ場 岩屋2丁目 318 

⑤ 北河原雨水ポンプ場 北本町1丁目 166 

⑥ 三平雨水ポンプ場 東有岡5丁目 353 

⑦ 昆陽川抽水場 尼崎市 西長洲町3丁目 尼崎市都市整備局 235 

⑧ 大高州抽水場 大高州町 165 

⑨ 東難波雨水ポンプ場 東難波町1丁目 248 

⑩ 富松中継ポンプ場 上ノ島町1丁目 1,324 

⑪ 栗山中継ポンプ場 南塚口町7丁目 2,161 

⑫ 尾浜中継ポンプ場 尾浜町2丁目 544 

⑬ 中在家中継ポンプ場 中在家町1丁目 2,067 

⑭ 高田中継ポンプ場 高田町 2,180 

⑮ 東部雨水ポンプ場 東本町1丁目 1,655 

⑯ 昆陽川捷水路排水機場 猪名寺1丁目 1,500 

⑰ 東部浄化ｾﾝﾀｰ雨水ﾎﾟﾝﾌﾟ 西松島町 1,505 

⑱ 北部浄化ｾﾝﾀｰ雨水ﾎﾟﾝﾌﾟ 東園田町7丁目 1,330 

⑲ 西川中継ポンプ場 西川1丁目 1,020 

 

 指定ポンプ施設の指定 

県は、ポンプ施設の規模や浸水被害の発生状況、推進協議会の協議内容等か

ら、河川増水時に運転を停止すること等が計画地域における流域対策に特に必

要と認め、管理者の同意の得られた施設を指定ポンプ施設に指定(条例第32条)

する。 

指定ポンプ施設の管理者は、排水計画を策定するとともに、同計画に従って、

適正な操作を行う。また、適切な運転調整が行えるよう、日常からの維持管理

に努める。 
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図） 雨水排水に係るポンプ施設の位置図 

注）○番号は前頁表の番号に対応している  
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（５）遊水機能の維持 

現在の大規模な土木工事が行えなかった時代から、先人達は、住宅は高台に

建築したり、連続堤防ではなく越流堤等を存置するなどして、河川沿いの浸水

しやすい農地等の土地に遊水機能を持たせることにより、その地点や下流の洪

水被害を軽減してきた。そのような土地において盛土等が行われると遊水機能

が減少し、住宅等が建築されると洪水時に甚大な浸水被害が発生するので、連

続堤防の整備等河川が整備されるまでの間には、遊水機能を維持することが望

ましい。 

今後は、河川対策の進捗や周辺土地利用の計画・動向等を踏まえ、遊水機能

を有する土地の保全に努める。 
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（６）森林の整備及び保全 

計画地域の中～上流部の大半を森林が占める。保全の行き届いた森林は土砂

流出の抑制や斜面崩壊防止に対して有効に機能する。同時に、水源涵養機能、

水質浄化機能や保水機能も有し、治水・利水・環境の面において非常に重要な

役割を果たす。 

これまで、兵庫県及び各市町は、｢新ひょうごの森づくり｣(第1期、第2期計

画)及び｢災害に強い森づくり｣の推進(兵庫県)、住民参画型森林整備として森

林ボランティアの支援(猪名川町、川西市)等を行ってきている。 

今後は、森林の持つ公益的機能の高度発揮を図るため、公的関与による森林

管理の徹底、多様な担い手による森づくり活動の推進を基本方針として、｢新

ひょうごの森づくり:第2期対策(平成24～33年度)｣を推進し、人工林に関する

“森林管理100％作戦”では、間伐が必要なスギ・ヒノキ人工林について市町

と連携した公的負担による間伐及び作業道開設を実施するほか、里山林対策に

おいては手入れされなくなった里山林の再生を行う。 

また、防災面での機能を高めるため、｢災害に強い森づくり：第3期対策(平

成28～32年度)｣に取り組み、以下の施策を推進する。 

① 緊急防災林整備 (流木・土石流災害が発生する恐れのある渓流域

の森林機能強化) 

② 里山防災林整備 (集落等裏山森林の防災機能強化) 

③ 針葉樹林と広葉樹林の混交整備(高齢人工林の機能強化) 

④ 野生動物共生林整備 (人と野生動物が共生できる森林育成) 

⑤ 住民参画型森林整備 (地域住民の自発的活動支援) 
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表） 森林の整備及び保全に関するこれまでと今後の取組一覧 

主体 これまでの取組 今後の取組 

県 ・保全のみではなく森の回復と

再生を目指し、平成14年度か

ら10ヵ年計画で｢新ひょうご

の森づくり｣を進めた。現在

では、平成24年度を初年度と

する第2期計画(10ヵ年計画)

を推進している。 

・平成18年度から導入した県民

緑税を活用し、森林の防災面

での機能強化を早期、確実に

進めるため、｢災害に強い森

づくり｣を推進している。 

・関係機関、森林所有者、地域住

民等と連携し、人工林の間伐等

を進める。 

・急傾斜地にある間伐対象人工林

の表土侵食の防止対策や高齢人

工林の一部を広葉樹林へ誘導す

る。 

・保安林・林地開発許可制度を適

切に運用し、無秩序な伐採・開

発行為の規制等に努める。 

猪名川町 森林ボランティアの支援 

(⑤住民参画型森林整備) 

・上阿古谷地域で森林整備及び

植林、地域環境美化活動等を

実施している１団体を支援 

・上阿古谷字向山地内における

森林整備、伐採木の再利用を

行っている。 

左記の取組を継続して実施 

川西市 森林ボランティアの支援 

(⑤住民参画型森林整備) 

・市内森林や緑地の整備活動を

実施している森林ボランティ

ア6団体の活動を支援 

・台場クヌギ林の整備・エドヒ

ガンザクラの保護・里山の保

全・市民等への森林保全の啓

発・森林整備に係る次世代の

育成 等 

左記の取組を継続して実施 
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〔参考〕流木・土砂流出防止対策 

谷あい部付近では、大雨によって発生する山腹崩壊に伴って流木や土砂が下

流部に流出する。これらは、直接、人家や農地等に流れ込み、深刻な被害をも

たらすだけではなく、河川や水路を埋塞させ、または橋に引っかかる等して、

河川や水路からの溢水・氾濫を招く危険性を有している。 

平成21年８月台風９号や平成26年８月の豪雨時には、県下で流木・土砂流出

により甚大な被害が発生した。一方、治山ダムや砂防えん堤を設置していた谷

筋では、流木や土砂が当該施設に捕捉され、下流の被害軽減に効果があること

があらためて確認された。 

県では、これらのことを教訓として、平成21年度から山地防災・土砂災害対

策5箇年計画を定め、谷筋ごとに治山ダムや砂防えん堤を重点的に整備する等

の取組を進めており、今後も、引き続き、総合治水対策と併行して、これら流

木・土砂流出防止対策に取り組んでいく。 
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６ 減災対策 

（１）浸水が想定される区域の指定・県民の情報の把握 

 これまでの取組 

① 浸水想定区域の指定等(国、県) 

 ■計画規模降雨 

国及び県は、水防法の規定に基づき、計画規模降雨における各管理河川が氾

濫した場合に浸水が想定される区域を浸水想定区域として指定し、想定される

水深を明らかにしている。 

さらに、県では、県民の防災意識の向上を図り、災害時に県民がより的確に

行動できることを目指して、風水害(洪水、土砂災害、津波、高潮)の危険度

(浸水エリア、危険箇所等)や避難に必要な情報などを記載した｢CGハザード

マップ｣を作成し、県ホームページ(http://www.hazardmap.pref.hyogo.jp/)で

公開している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図） 兵庫県地域の風水害対策情報の例(CGハザードマップ) 

 

 ■想定最大規模降雨 

国は、災害対策基本法及び水防法の平成27年改正を受けて、猪名川において

想定最大規模降雨による洪水浸水想定区域図を作成し、平成28年6月に指定し

た。また、想定最大規模の降雨により河川が氾濫した場合に想定される浸水継

続時間、さらに、家屋の倒壊・流失をもたらすような堤防決壊に伴う激しい氾

濫流や河岸侵食が発生することが想定される区域（家屋倒壊等氾濫想定区域）

についても公表している。 
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② ハザードマップの作成・配布(市町) 

 ■計画規模降雨 

市町は、水防法の規定に基づき、浸水想定区域に避難場所等を記した｢ハ

ザードマップ｣を作成し住民に配布している。 

 

表） ハザードマップ作成状況 

市町名 
外水ハザードマップ 

更新年月 
内水ハザードマップ 

更新年月 

猪名川町 平成26年1月 － 
川西市 平成29年6月 － 
宝塚市 平成29年3月 － 
伊丹市 平成28年3月 － 
尼崎市 平成26年12月 平成26年12月 

 

  

トピックス：“内水浸水”を想定したハザードマップの作成(尼崎市) 

尼崎市では、内水※による浸水に備えるため、前記の河川氾濫を想定したハ

ザードマップとは別に｢内水ハザードマップ｣を平成22年度から作成している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真）内水ハザードマップの一例(尼崎市) 

出典）尼崎市資料   

 

 

 

 

 

※内水：･河川の水を外水と呼ぶのに対し、背後の土地にある水。

通常は、下水道等を流れて河川や海に排出される。 
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 ■想定最大規模降雨 

  市町は、想定最大規模降雨による洪水浸水想定区域図を踏まえた｢ハザード

マップ｣を作成し住民に配布している。 

 

表） ハザードマップ作成状況 

市町名 作成年月 

猪名川町 － 
川西市 平成29年6月※ 
宝塚市 － 
伊丹市 － 
尼崎市 － 

 

 

③ 地域掲示型の防災情報“まるごと・まちごとハザードマップ”の取組 

国、県及び市町は、過去の災害を忘れないために、さらに、災害発生時に安

全かつスムーズな避難行動につなげるために、公共施設等への実績浸水深や避

難所の案内表示板の掲示に取り組んでいる。 

 

表） 実績浸水深表示板設置数 

設置箇所 表示板設置数 

川西市 31箇所 

伊丹市  6箇所 

尼崎市  9箇所 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図） 対策協議会によるまるごと・まちごとハザードマップの例 

 

S35災害･川西市多田公民館前 

S13災害･尼崎市園田出張所 S35災害・伊丹市八幡神社前 

S13災害･尼崎市富田水防倉庫 

※国の想定最大規模降雨に

よる洪水浸水想定区域図

のみを対象としたハザー

ドマップである。 
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 今後の取組 

国及び県は、河川整備基本方針の変更や河川対策の進捗、大規模な土地利用

転換等、必要と認められる場合には適宜、浸水想定区域を見直す。兵庫県CGハ

ザードマップについても、より利用しやすいよう改良に努める。 

また、市町は、県民にとってハザードマップの内容を的確に理解できるもの

となるよう、適宜記載情報の更新や記載方法の改良に努め、国、県はこれらハ

ザードマップの取組みについて支援する。 

国、県、市町はハザードマップをはじめとする水害に関する有益な情報につ

いて、広報紙、イベントなどで県民に発信し、県民は、これらの防災情報を収

集し、水害に対する認識の向上に努める。さらに、まるごと・まちごとハザー

ドマップについても引き続き掲示箇所を増やしていく。 

 

[想定最大規模降雨] 

県は、国と同様に想定最大規模降雨による洪水浸水想定区域図等を作成し、

指定する。また、兵庫県CGハザードマップについても充実を図る。 

市町は、想定最大規模降雨による洪水浸水想定区域図及び氾濫シミュレー

ションの活用方法について検討を進め、想定最大規模降雨による洪水に基づく

ハザードマップを作成・周知する。 

 

 

表）浸水が想定される区域の指定・県民の情報の把握に関する取組一覧(その1) 

主体 今後の取組 備考 

国 

・必要に応じて浸水想定区域を見直し、市町のハザー

ドマップ作成を支援する。 

・イベントなどの中でハザードマップなど水害に関す

る有益な情報を県民に発信する。 

 

[想定最大規模降雨] 

・想定最大規模降雨による洪水の氾濫シミュレーショ

ンを浸水ナビで公表する。 

 

県 

・必要に応じて浸水想定区域を見直し、市町のハザー

ドマップ作成を支援する 

・イベントなどの中でハザードマップなど水害に関す

る有益な情報を県民に発信する。 

・兵庫県CGハザードマップの利用を促進するために改

良に努める。 

 

 

 

 



- 66 - 

表）浸水が想定される区域の指定・県民の情報の把握に関する取組一覧(その2) 

主体 今後の取組 備考 

県 

（続き） 

 [想定最大規模降雨] 

・H30年度までに水位周知河川である猪名川（県管理区

間）において想定し得る最大規模降雨による洪水浸水

想定区域図の作成を目標とし、その他全ての県管理河

川についても順次作成する。 

・想定最大規模降雨による洪水浸水想定区域図を踏ま

え、兵庫県CGハザードマップの充実を図る。 

 

市町 

[想定最大規模降雨] 

・想定最大規模降雨による洪水浸水想定区域図が作成さ

れた場合は、市町において当該浸水想定に基づく洪水

ハザードマップを作成し、周知する。 

 

猪名川町 ・町ハザードマップ記載の内容をもとに、水害に関する

情報をホームページや広報誌で継続的に提供し、住民

の水害に対する防災意識向上に努める。 

 

川西市 

・市広報誌や市ホームページ、地域での学習会、イベン

ト等により、水害に関する有益情報を発信すること

で、市民の防災意識の向上に努める。 

・ハザードマップおよびまるごとまちごとハザードマッ

プをまちづくり出前講座や地域の自主防災訓練などで

啓発・活用する。 

 

宝塚市 

・各種避難情報等啓発内容と、浸水想定及び避難所をは

じめ防災機関・防災関係施設等を掲載したハザード

マップを紙とWEBで公表。 

・市ホームページに役立つ防災情報を掲載して住民の水

害リスクに対する認識の向上、啓発に努める。 

 

伊丹市 

・各種避難情報等啓発内容と、浸水想定及び避難所をは

じめ防災機関・防災関係施設等を掲載した防災マップ

＆市民べんり帳を作成し、全世帯に配布。 

・まちづくり出前講座や防災訓練やイベント等を活用

し、ハザードマップを周知する。 

・市ホームページ等を活用し、水害に対する注意喚起を

実施する。 

 

尼崎市 

・今後も市報や市ホームページ、SNS、市政出前講座、自

主防災会の訓練等により、ハザードマップの周知、災

害情報など防災に関する情報の発信を継続的に実施

し、住民の水害リスクへの意識啓発に努める。 

・市内の指定避難場所兼津波等一時避難場所へ、誘導す

るための誘導板の設置を進める。 
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（２）浸水による被害の発生に係る情報の伝達 

 これまでの取組 

① 雨量や水位の情報提供(国、県) 

国及び県は、県民が洪水時における避難のタイミングを的確に判断できるよ

う、雨量や河川水位のリアルタイム観測情報を県ホームページ｢兵庫県地域の

風水害対策情報(CGハザードマップ)｣や国ホームページ｢川の防災情報｣等を通

じて発信している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図） 河川水位のリアルタイム観測情報例(川の防災情報) 

出典）国土交通省 川の防災情報      

 

また、県や市町は、地上デジタル放送やホームページ等において水位情報等

を配信している。 

さらに、県は、市町が住民に対して実施する避難勧告等を的確に判断するた

めに必要な情報提供の一環として、河川水位の予測、氾濫予測を実施し、その

結果を｢フェニックス防災システム※｣を通じて市町等の防災関係機関に提供し

ている。 

 

 

 

 

 

※フェニックス防災システム： 

 阪神･淡路大震災の教訓を踏まえて整備されたもので、地震災害だ

けでなく、あらゆる災害に迅速に対応できる総合的な防災情報シス

テムで災害情報や気象・水象観測情報の収集・提供、洪水等の予測

情報を防災関係機関に提供し、迅速で的確な初動対応を支援するも

のである。県の関係機関をはじめ、市町、消防機関、警察、自衛

隊、ライフライン事業者等に防災端末を設置して、関係機関との連

携を強化するとともに、情報の共有化を図っている。 
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注)以下の2つのシステムは県行政内部用のため、一般の県民は閲覧することはできない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図） 河川水位観測地点の3時間後の水位予測の例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図） 氾濫の恐れのある区間の3時間予測の例 

 

 

出典）兵庫県 CGハザードマップ 

 

※本システムは、過去の降雨～流出量の蓄積情報を基に、現在までの降雨状

況から、1時間後、2時間後、3時間後の水位を予測するものである。 

※本システムは、1時間後、2時間後、3時間後の水位を予測結果に基づき、

河川各地点の水位状況から氾濫の危険がある区間を表示するものである。 
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② 気象、避難に係る情報提供(国、県、市町) 

県及び市町は、携帯電話等のメール機能を利用した｢ひょうご防災ネット※｣

により、気象情報等の緊急情報や避難情報などを登録している県民に直接配信

するなど、情報提供を行っている。県は、平成29年度に、河川管理者より限ら

れた時間の中で的確な情報提供を可能とするための市町とのホットラインおよ

び避難勧告の発令に着目したタイムラインを構築・作成している。 

また、市町は、住民が避難行動等を適切に判断できるよう、気象情報や避難

勧告・避難指示（緊急）等の情報を迅速かつ正確に伝達するため、防災行政無

線、ケーブルテレビ、インターネット等の様々な媒体を活用し、積極的に情報

発信を行っている。 

さらに、市町は、ひょうご防災ネットの周知、登録促進を、広報誌、ホーム

ページ、Facebookページに掲載したり、出前講座や防災のイベント等での登録

呼びかけを行っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図） ひょうご防災ネットのイメージ 

 

 

 

 

 今後の取組 

これまでの取組を継続させるとともに、より正確かつ迅速に情報を伝達でき

るよう、ハード・ソフト両面から改良に努める。さらに、国は、住民の避難行

動を促し、迅速な水防活動を支援するため情報提供や発信のための整備を行う。 

また、雨量や水位、気象や避難等の情報提供を行っていることを、県民に周

知する取組を継続していく。 

県民は、情報を把握するとともに、他者への伝達により、自らそれぞれの安

全の確保に努める。 

市町は、大規模水災害時に各主体が迅速かつ的確に対応できるよう、何をす

るかを時間軸に沿って整理したタイムラインを策定するとともに、県及び市町

は、作成したタイムラインの検証に努める。また、国、県は、市町が作成した

タイムラインのブラッシュアップの支援に努める。 

※ひょうご防災ネット： 

 ラジオ関西が構築した携帯ホームページネットワークで、携帯電話のメール機能を利用して、気象

警報や河川情報、避難情報、災害情報等の緊急情報を登録者に直接配信するシステム。 
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表） 浸水等の被害の発生に係る情報伝達に関する取組一覧(その1) 

主体 これまでの取組 今後の取組 

国 ・水位情報をリアルタイムにホー

ムページで公開。 

・水位及び氾濫予測を実施し、こ

れを市町・警察・消防に配信。 

・地上デジタル放送等を利用した

映像や水位等の河川情報の配信

を実施。 

・ホームページでライブ画像を提

供。 

・左記システムの精度向上に取

り組む。 

 

 

・沿川市にプッシュ型情報発信

を整備する。 

 

・引き続き、ホームページでラ

イブ画像を提供する。 

・市町が作成したタイムライン

のブラッシュアップを支援す

る。 

県 ・水位局での3時間後の水位予測

及び氾濫予測を実施し、これを

市町や消防・警察へ配信するこ

とで的確な避難勧告等の発令や

水防活動を支援している 

(フェニックス防災システム)。 

 

・地上デジタル放送等を利用した

水位情報等の配信を実施。 

・県と市町において、ホットライ

ンを構築（H29整備済）。 

・氾濫危険水位を実際に危険個所

が越水するまでに避難完了でき

る水位に見直し、平成29年度か

ら運用している。 

・避難勧告の発令に着目したタイ

ム ラ イ ン を 作 成 （ H29 整 備

済）。 

・洪水時の水位予測等を市町へ

配信し、水防活動や避難勧告

等の発令の支援を継続する。 

・信頼性を高めていく必要のあ

るシステムであるため、実績

洪水等を踏まえ、システムの

精度向上に取組む。 

・今後も正確な配信に努める。 

 

・出水期前に開催する水防連絡

会を活用し、連絡体制を確認

する。 

 

 

 

・関係機関と連携し、出水期前

に開催する水防伝達演習等を

活用して避難勧告の発令に着

目したタイムラインを検証す

る。 

・市町が作成したタイムライン

のブラッシュアップを支援す

る。 
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表） 浸水等の被害の発生に係る情報伝達に関する取組一覧(その2) 

主体 これまでの取組 今後の取組 

猪名川町 【降雨・水位情報の情報提供】 

・猪名川町設置の雨量計・水位計

の観測値をホームページで公開 

・大雨等に関する情報をひょうご

防災ネットにより配信すること

がある 

【浸水被害の発生等の情報伝達に

関する取組】 

・ひょうご防災ネットと緊急速報

メールを中心に情報を配信 

【その他】 

・ひょうご防災ネットは毎年4月

に幼稚園小中学生の保護者に登

録促進のチラシを配布 

年に2回程度広報誌で登録の呼

びかけ 

・これまでの取り組みに加え、

平成26年度に設置した無線ス

ピーカーの活用を行う。 

・今後も防災情報の確実な配信

に努める。 

川西市 ・防災ネット登録推進のため、市

広 報 誌 、 ホ ー ム ペ ー ジ 、

Facebookでの掲載及び地域での

防災訓練、まちづくり出前講

座、各種イベント等での登録の

呼びかけ 

・防災行政無線を平成25年度から

3箇年をかけて構築するにあた

り、地域への説明会を実施 

・避難勧告等の発令時には、防災

ネットや緊急速報メール等によ

り情報を配信 

・タイムラインについては作成済

み（H28.6） 

・今後も正確な防災情報の提供

に努める。 

・防災行政無線を活用し、リア

ルタイムの災害情報を効率的

に配信する。 

 

 

 

 

 

 

 

・実際の水防対応にて活用しな

がら、中身を検証し、ブラッ

シュアップする。 

・外部関係機関との調整につい

て検討する。 
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表） 浸水等の被害の発生に係る情報伝達に関する取組一覧(その3) 

主体 これまでの取組 今後の取組 

宝塚市 ・広報誌への記事掲載による防災

ネット登録推進PR 

・災害時優先携帯電話をスマート

フォンに更新し、災害時の災対

本部と災害現場・避難所等との

連絡体制を増強した。(H29) 

・水害を想定した「避難勧告等の

判断・伝達マニュアル」を策定

（平成23年）し、避難勧告等を

発令するタイミングについて定

めた他、風水害対策マニュアル

を策定（平成28年）し、風水害

における各段階の対策体制を定

めた。 

 

 

・今後も必要に応じて導入数の

増加など、確実な情報提供体

制の構築に努める。 

伊丹市 ・市のイベントにおいて防災啓発

コーナーのブースを設け、緊急

災害情報メールの登録呼びかけ 

・水害を想定した｢避難勧告等の

判断・伝達マニュアル｣を策定

し、雨量や河川水位などの客観

的データから避難勧告を発令す

るタイミング等について定めた 

・市内全域の共同利用施設にMCA

無線を配備 

・市内全域に避難情報等を音声伝

達する屋外拡声器を配置 

・タイムラインについては作成済

み 

 

・各種防災情報機器等を集約した

｢防災センター｣を設置 

・コミュニティFM等を活用し、避

難行動における情報発信を実

施。 

 

 

 

・実績洪水等を踏まえ、マニュ

アルの精度向上を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

・実際の水防対応及び水防訓練

に活用しながら、中身を検証

し、ブラッシュアップに努め

る。 

 

・左記の取組を継続して実施 
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表） 浸水等の被害の発生に係る情報伝達に関する取組一覧(その4) 

主体 これまでの取組 今後の取組 

尼崎市 ・防災行政無線屋外拡声器を昭和

61年度から昭和63年度にかけて

市内19箇所に設置、平成24年度

以降拡充設置し、平成28年度末

現在33箇所に設置 

・避難所等の公共施設や社会福祉

連絡協議会会長宅等に戸別受信

機や防災ラジオを配置 

・各支所や自動車に移動系防災行

政無線を配置し情報連絡体制を

整備 

・市政出前講座等で以下の情報伝

達手段について広報 

・尼崎市(ひょうご)防災ネット 

・緊急速報（エリア）メール 

・TV、ラジオ 

・市HP、災害対策課ブログ 

・SNS(フェイスブック、ツイッ 

ター、LINE@) 

・広報車 

・市政出前講座等の機会を捉え、

尼崎市防災ネットへの登録を啓

発 

・避難勧告等の判断・伝達ガイド

ライン（洪水編）について、避

難勧告等の発令を適切に行うた

めの見直しを行った。 

・防災行政無線屋外拡声器を拡

充設置(H24～)。 

・市内の保育所、幼稚園、障害

者施設等に戸別受信機を設置 

 

・左記の取組を継続して実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・河川管理者と共同で現在ある

タイムラインを完成させる。 

・連携機関を広げるなどブラッ

シュアップに努める。 

 

 

トピックス：ホットラインとは 

洪水時において、河川管理者が市町村長へ直接河川情報を伝達する手段のこと

を言い、市町村長が避難勧告等の発令を判断するための支援として有効な取組で

ある。 

また、期待される効果として、平常時より、ホットラインの実施体制や提供情

報等を事前に調整することにより、限られた時間の中で、的確な情報提供が可能

となる。さらに、急激な水位上昇が想定される中小河川においても、市町村長の

気づきを促し、確実な避難行動に結びつけることで人的被害の発生を防ぐ。 
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トピックス：防災行動計画“タイムライン”とは 

大規模水災害時に各主体が迅速かつ的確に対応できるよう、あらかじめ、いつ、

だれが、どのように、何をするかを時間軸に沿って整理した防災行動計画のこと

である。 

 

 

出典）国土交通省 

図）避難勧告の発令等に着目したタイムラインのイメージ 
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（３）浸水による被害の軽減に関する学習 

 これまでの取組 

計画地域内には580の自主防災組織があり、県及び市町は、自然災害が発生

した場合、地域の自主防災組織※の一員として、防災活動に積極的に取組む地

域防災の担い手｢防災リーダー｣を育成するため、防災研修等を実施している。 

 

 

 

 

 

表） 自主防災組織の状況 

市町名 自主防災組織の結成状況 備考 

猪名川町 49 組織 

平成28年4月1日現在 

川西市 14 組織 

宝塚市 238 組織 

伊丹市 205 組織 

尼崎市 74 組織 
                     ※ ｢平成28年版消防防災年報｣(兵庫県) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図） ひょうご防災リーダー講座募集チラシ 

※自主防災組織： 

 災害対策基本法第5条2において規定されている、地域住民

による任意の防災組織である。自分、家族、隣人、自分たち

の町を自らが守るという住民の隣保協同の精神に基づく自発

的な防災組織である。 
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また、防災に関する出前講座や自主防災組織連絡協議会の開催、災害図上訓

練の実施、自主防災訓練の実施など、市町と県民が協力、連携して防災に関す

る知識や情報の提供等を行っている。 

さらに、自治会のなかには、市町の協力により、防災学習の一環として過去

の災害情報、避難経路、避難経路上の危険箇所、必要な防災対応などを地域住

民自らの手で地図に記載する｢防災マップ(手作りハザードマップ)｣を作成して

いる地区がある。 

 

表） 防災マップの作成状況(全市町域) 

市町名 防災マップ作成済み自治会数 備考 

猪名川町 ２自治会 全49自治会中 

川西市 ３地区 
うち2地区はコミュニティ単位 

1地区は自治会単位 

宝塚市 
６自治会 

３まちづくり協議会 

全283自治会中 

全20まちづくり協議会 

伊丹市 ７地区 
うち４地区は自主防災組織 

３地区は小学校区単位 

尼崎市 ４５地区 全74地区中 

出典）各市町への聞き取り結果    

 

 今後の取組 

国、県及び市町は、引き続き、浸水による被害の軽減に関する学習の機会拡

大(出前講座、研修等)や、より解りやすい教材の作成等に努める。 

県民は、過去の災害情報、避難経路、避難経路上の危険箇所、必要な防災対

応などを地域住民自らの手で地図に記載する「防災マップ(手作りハザード

マップ)」を作成し、水害リスクの認識の向上に努める。防災マップの作成に

際しては、防災リーダーが中心的な役割を担い、必要に応じて防災に経験豊富

なNPO法人等の支援を得る。 

県、市町は、想定最大規模降雨による洪水を対象とした「防災マップ」の取

組についても検討する。 

また、市町は、水防活動の担い手を確保するため、水防協力団体の募集・指

定を検討し、促進する。 
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表） 浸水による被害の軽減に関する学習に関する取組一覧(その1) 

主体 これまでの取組 今後の取組 

国 ・防災に関する出前講座を随時

実施 

・左記の取組を継続して実施 

県 ・｢ひょうご防災リーダー講座｣

の開催(H16～) 

・｢ひょうご安全の日推進事業

助成制度｣により、自主防災

組織等を支援 

・防災に関する出前講座を随時

実施 

・左記の取組を継続して実施 

 

 

 

 

・小学校の総合学習授業等に活用

できる総合治水を題材とした映

像ソフトを制作し、各市町教育

委員会へ配布するとともに、イ

ンターネットで広く発信する。 

県・市町 － [想定最大規模降雨] 

・想定最大規模降雨による洪水を

対象とした手作りハザードマッ

プ等の市町域の実情に応じた取

組を検討する。 

猪名川町 ・自主防災リーダー研修を毎年

度開催(直近はH29.12) 

・｢ひょうご防災リーダー講座｣の

広報に努め、地域防災リーダー

の育成を図る。 

川西市 ・防災(浸水害)に関する出前講

座を開催(H28年度26回、参加

者1,413人) 

・自主防災組織連絡協議会年2

回開催し、情報提供及び防災

学習を行う 

・自主防災訓練の実施 

・川西市防災訓練に全地区の自

主防災組織が参加 

・かわにし防災士会との連携 

・左記の取組を継続して実施 

・地域での防災訓練や出前講座を

充実させ、地域の防災意識の向

上に努める。 

・｢ひょうご防災リーダー講座｣及

び｢助成制度｣の広報に努め、地

域防災リーダーの育成を図る。 

・水防協力団体の募集・指定を検

討し、推進する。 

 

宝塚市 ・｢ひょうご防災リーダー講座｣

へ累計90名参加(H28年度は14

名) 

・防災に関する出前講座を開催 

(H28 年 度 28 回 、 参 加 者 計

1,033人) 

・費用負担を継続し、地域防災

リーダーの育成に務める。 

・左記の取組を継続して実施。 
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表） 浸水による被害の軽減に関する学習に関する取組一覧(その2) 

主体 これまでの取組 今後の取組 

宝塚市 

（続き） 

・一部の地区では住民の自主的な

取り組みで、地域特性を反映し

た手作りハザードマップ（地域

版防災マップ）を作成 

・これらの地域活動を市HPにて

紹介していくとともに、ハ

ザードマップの作成に係る支

援策について検討していく。 

伊丹市 ・｢ひょうご防災リーダー講座｣へ

1名参加 

・自主防災リーダー研修を年1回

開催 

・防災に関する出前講座を開催 

(H25年度34回、参加者計3,081

人) 

・5ヵ年計画(H23～H27)で全自主

防災組織を対象に災害図上訓練

を実施 

・小学校区単位での自主防災合同

訓練の実施 

・非常持出袋を全小中学校、特別

支援学校の全教室に配置し、随

時教材として使用(H23～) 

・消防出初式、水防訓練及び市防

災訓練への参加案内 

・職員向けの図上訓練を適宜実

施するなど、毎年課題を抽出

し、研修の充実に努める。 

 

 

 

 

 

 

 

・左記の取組を継続して実施 

 

 

 

 

 

 

・国と連携し、水防協力団体の

募集・指定について情報を共

有化する。 

尼崎市 ・｢ひょうご防災リーダー講座｣へ

延べ63名参加(平成28年度末現

在) 

・市政出前講座の開催(平成28年

度実績：75回、3,619名) 

・自主的な地域での防災訓練の実

施 

・自主的な地域での講習会(防

災・消防・救急)の実施 

・全国自主防災組織リーダー研修

会への参加 

・今後も継続実施し、発災時の

円滑な災害対応に備える 
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表） 浸水による被害の軽減に関する学習に関する取組一覧(その3) 

主体 これまでの取組 今後の取組 

尼崎市 

（続き） 

・地域の防災マップを新たに6

地区で作成（平成28年度） 

・地域において住民が自主的に

防災マップを作成できるよ

う、地域における防災力向上

講座において作成方法につい

て指導 

・今後は、防災マップづくりを他

地域へ拡大するとともに、作成

したマップを避難訓練等に使用

するなどの活用方策についても

検討していく 

 

 

・市内公立小中学校において「災

害対応リーフレット」による防

災学習の推進を図る。 

・水防への協力について、機会を

とらえて働きかける。 
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トピックス：防災に関する出前講座 

県では、危険性の認識向上、早期避難やソフト・ハード対策の重要性につい

て理解を深めることを目的に、職員による出前講座を平成27年度より実施して

いる。 

 

年度 団体名 参加人数 合計 

平成27年度 ・伊丹市立有岡小学校 他 406 人 5回 

平成28年度 ・川西自然友の会 他 932人 5回 

平成29年度 ・パルティＫ２（川西） 他 104人 4回 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出前講座の風景（伊丹市立有岡小学校） 

 

 

 

 

 

・参加する団体や目的に応じた

講座内容とする。 
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トピックス：県民による防災・減災に関する取組（兵庫県立尼崎小田高等学校） 

 「防災・減災に強いまちづくり－高校生にできること」をテーマに、「地域の

コミュニティづくり『災害が発生した時に地域コミュニティと学校が協力できる

関係の構築をめざす』」を目的に、防災・減災に関する取組を行っている。 

 

◯地域住民と連携した机上訓練 

 災害対応の場面を平常時から想定するために、地域・行政と連携した机上訓練

を実施。 

 ・災害図上訓練（DIG）（平成29年9月14日） 

災害の発生を想定し、避難所や危険箇所、避難経路等を地図に記載。 

・避難所設営訓練（HUG）（平成29年10月5日） 

カードを用いて、避難所で起こりうる出来事への模擬体験を実施。 

・クロスロードゲーム（平成29年10月26日） 

災害に関する質問に「YES」または「No」で回答し、様々な意見や価値観

を参加者で共有。 

 

 

  

 

 

      

 

◯GISを使用した地域防災マップの作成 

高校生が中心となり、地域住民、尼崎市、兵庫県

立大学大学院減災政策研究科、民間企業［地図アプ

リ提供］と共同で実施。  

高校生と地域住民、大学院生等が一緒にGISを使

用しながらまちを歩き、危険な箇所を確認し、マッ

プに記載し、地域住民の方の個別の防災マップを作

成。 

 

◯小学校における防災教育の企画・運営（平成29年12月20日） 

小学6年生でも避難所で人助けができる

ように、「段ボールを使ったベッドの作り

方」、「三角巾を使った腕の吊り方」、

「毛布と棒を使った担架の作り方」を体験

するとともに、防災エプロンシアターを実

施し、防災について学習。 

 

GIS(地理的情報システム)を 

活用したまち歩き 

災害図上訓練 

防災教育（立花西小学校 6 年生） 
出典）立花西小学校ホームページ 

避難所設営訓練 
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（４）浸水による被害の軽減のための体制の整備 

① 水防活動体制の整備 

 これまでの取組 

水防法に基づき、市町は、その区域における水防を十分に果たすべき責任を

有している。 

県は、その区域における水防管理団体が行う水防が十分に行われるように確

保すべき責任を有し、市町や防災関係機関と水防に関する相互の情報共有や連

携強化を図っている。 

また、市町は、要援護者情報の把握、避難支援等関係者による支援体制の整

備、福祉避難所との協定締結の推進などを行ってきている。 

水防活動の担い手となる消防団等の状況は下表のとおりであり、団員数は近

年横ばい傾向にある。 

 

 今後の取組 

国は、消防団の円滑な水防活動を支援するため、量水標等や防災拠点を整備

するとともに、水防資機材等を配備する。さらに、氾濫水を迅速に排水するた

め、排水施設情報の共有・排水手法等の検討を行い、大規模水害を想定した排

水計画を作成する。 

また、大規模工場等については、浸水リスクの説明等により自衛水防を支援

する。 

市町は、消防団等の弱体化に対応するために｢災害モニター制度｣を活用した

情報収集、河川やため池等の巡視、点検等が迅速に行えるような体制づくりや、

水防体制を強化するため、消防団との伝達訓練等の実施に努める。 

また、水防活動を効率化するため、水防資機材等の老朽化、不足解消を推進

する。 

大規模工場等のある市町については、大規模工場等へ自衛水防に関する啓発

活動に努める。 

国・県・市町は、水防団（消防団）や地域住民が参加するなど、水害リスク

の高い箇所の共同点検を行う。 

 

表）消防団数及び団体人数 

市町名 分団数 団員数 備考 

猪名川町 28 407  

川西市 11 377 平成29年4月現在 

宝塚市 11 197  

伊丹市 6 103  

尼崎市 58 901 平成29年4月現在 

合 計 114 1,985  

※ 各市町への聞き取り結果          
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② 避難体制の整備 

市町は、水害リスク情報を踏まえて避難場所及び避難経路を検討する。 

夜間の避難や要配慮者の安全な避難に留意し、一律に指定避難所へ避難する

のではなく、垂直方向の避難(建物の上層階への避難等)や状況に応じた避難方

法も選択肢に含めて、避難体制を構築する。 

また、市町は、要配慮者利用施設における避難確保計画の作成を施設管理者

に促し、避難訓練を支援する。 

国・県は、市町が行う取組を支援する。 

 

③ 広域避難体制の構築 

大規模水害時には、各市町だけでの復旧は困難であり、国、県、他市町等に

応援要請を行うことが必要となる。さらに当該市町内の避難場所だけで避難者

を収容できない場合も考えられる。 

このため、市町は、隣接市町等における避難場所の設定や災害時の応援要請

が迅速かつ円滑に行えるよう連携体制の構築に努める。また、民間企業と連携

した避難場所の指定等についても検討する。 

国・県は、広域避難に関する先行事例の周知など技術的な支援を実施する。 

 

 

表） 浸水による被害の軽減のための体制整備に関する 

これまでと今後の取組一覧（その1） 

主体 これまでの取組 今後の取組 

国 ・平成28年度に簡易水位計を2

箇所設置 

 

 

・水害リスクの高い箇所の共同

点検の実施 

       

 

・猪名川排水計画作成に向けて

取り組む。 

 

 

 

 

 

・大規模工場等への浸水リスクの

説明等の自衛水防を支援する。 

・左記の取り組みの継続。 

 

・園田防災拠点の整備と水防資機

材等を配備する。 

・左記の取組を継続して実施 

 

・市町が行う要配慮者利用施設に

関する取組を支援する。 

・市町が行う広域避難への対応の

検討を支援する。 
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表） 浸水による被害の軽減のための体制整備に関する 

これまでと今後の取組一覧（その2） 

主体 これまでの取組 今後の取組 

県 ・毎年度、出水期前に県・市町

や防災関係機関で構成する

｢水防連絡会｣を実施し、水防

に関する相互の情報共有や連

携強化を図っている。 

 

 

 

 

 

 

 

・毎年、出水期前に水防伝達演

習を実施している。 

 

 

・平成28年11月及びH29年3月に

要配慮者利用施設への説明会

を開催。（要配慮者が避難を

検討する際の河川情報等に関

する理解を深める説明会） 

・市町が災害時に要援護者を支

援するマニュアルを作成する

際の手引きとなる災害時要援

護者支援指針を改訂。（平成

29年度改定済） 

・市町における避難所の管理・

運営に関する対策の充実やマ

ニュアル作成を支援するた

め、平成25年度に避難所管理

運営指針、平成26年度に避難

所等におけるトイレ対策の手

引きを策定した。 

・今後も継続して水防連絡会を実

施し連携強化に努める。 

・行政の担当職員も水害リスクを

十分認識し、より専門的な知識

を身につけるよう研修の充実に

努める。 

・地域毎に災害に備えた勉強会を

実施し、発災時に備える。 

・大規模洪水時における職員の危

機管理能力及び地域防災力の向

上を図ることを目的に実践的な

演習を行う。 

・左記の取り組みの継続。 

 

・水害リスクの高い箇所の共同点

検を行う。 

・市町が行う要配慮者利用施設に

関する取組を支援する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・市町が行う広域避難への対応の

検討を支援する。 

・広域避難に関する先行事例の周

知など技術的な支援を実施す

る。 
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表） 浸水による被害の軽減のための体制整備に関する 

これまでと今後の取組一覧（その3） 

主体 これまでの取組 今後の取組 

猪名川町 ・各自主防災組織に資機材倉庫

を提供(組織規模によっては

複数提供) 

・希望者に｢災害時要援護者支

援｣制度を運用 

・各要援護者の氏名、住所、連

絡先の把握 

・早めの避難に関する情報配信

と、避難所開設に努める。 

・災害時に必要な職員間の情報連

携体制やその方法を見直し、災

害対策本部の機能強化に努め

る。 

・避難行動要支援者の取組を実施

予定 

川西市 ・敷地内への浸水(浸水の危険

がある)等の問合せがあった

場合に土のうを提供 

・福祉委員会エリア単位で避難

行動要支援者名簿を作成する

とともに、避難支援等関係者

による支援体制を整備 

 

・水防訓練時に連絡体制の確認

及び伝達訓練を実施 

・河川管理者、消防団、市職員

等が水害リスクの高い箇所の

協働点検を実施 

・水防資機材等の老朽化、不足

解消を推進 

 

 

 

 

 

 

・民間企業と連携し、指定緊急

避難場所の指定等を検討 

・浸水の危険が予測される場合は

事前に土のうを提供する 

・避難行動要支援者の支援体制を

整備する 

・各自主防災組織に発電機と投光

器を提供する予定(H26) 

・協定に基づき、民間団体との連

携体制を強化していく。 

・左記の取り組みの継続。 

 

・左記の取り組みの継続。 

 

 

・左記の取り組みの継続。 

 

・浸水想定区域内に位置する要配

慮者施設に対し、避難計画の策

定、訓練実施などの啓発を行

う。 

・広域避難への対応について今後

検討する。 

・左記の取り組みの継続。 
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表） 浸水による被害の軽減のための体制整備に関する 

これまでと今後の取組一覧（その4） 

主体 これまでの取組 今後の取組 

宝塚市 ・福祉避難所との協定締結の推進

(H29年度は2箇所追加し、19施設

となった) 

・自主防災組織未結成自治会等へ

の結成促進の推進 

・宝塚市自主防災組織育成指導に

関する規程、同要綱、宝塚市防

災資機材助成要綱等による支援

を実施（平成29年度は13自主防

災組織を採択） 

・職員向けの研修や図上訓練を実

施（平成28年度実績：3回） 

・今後も継続して自主防災組

織未結成自治会等への結成

促進を推進する 

 

伊丹市 ・災害時要配慮者の全世帯(希望し

ない世帯は除く)に緊急告知FMラ

ジオを貸与 

・地域防災計画から各対策部の活

動を抽出し時系列的に取りまと

めた｢災害対策マニュアル｣を作

成。 

・職員動員体制や事務分掌、防災

機関をまとめた｢職員防災ハンド

ブック｣を配布 

・自主防災活動における避難訓練

をはじめ、各種支援を実施 

 

・市内部（消防局）と連携し、連

絡体制に関する情報の共有化 

・市内部（消防局）と連携し、水

害リスクの高い箇所について情

報の共有化 

・市内部（上下水道局）と連携

し、水防資機材等の老朽化状況

を確認 

 

・災害時要配慮者の世帯をは

じめ、浸水想定区域内の要

配慮者利用施設に緊急告知

FMラジオを貸与 

 

 

 

 

 

 

・今後とも各種支援を実施

し、地域の防災力向上に資

する。 

・左記の取り組みの継続。 

 

・左記の取り組みの継続。 

 

 

・左記の取り組みの継続。 
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表） 浸水による被害の軽減のための体制整備に関する 

これまでと今後の取組一覧（その5） 

主体 これまでの取組 今後の取組 

伊丹市 

（続き） 

 

 

 

・市内部と連携し、要配慮者施設

に向けた福祉避難所運営マニュ

アルの策定を検討し、それを用

いた避難訓練を検討する。 

・広域避難への対応について今後

検討する。 

・災害サポート登録制度等を市

ホームページで掲載し、協力を

呼びかける。 
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表） 浸水による被害の軽減のための体制整備に関する 

これまでと今後の取組一覧（その6） 

主体 これまでの取組 今後の取組 

尼崎市 ・コミュニティ防災資機材の整

備(自主防災会1組織に2セッ

ト) 

・災害時要援護者支援連絡会を

計15回(部会含む)開催 

・職員の配備態勢等を記載した

｢職員防災必携｣を毎年作成し

随時更新 

・出水期前に関係職員を対象と

して、土のう積み訓練を実施 

・平常時から地域住民が連帯し

協働することが災害発生時の

助け合い、協力の基盤となる

ことから、要援護高齢者見守

り対策事業(17地区)を実施 

・自主防災会にて活動している

住民等を対象に、地域におけ

る防災力向上講座を開講し、

平常時における防災意識の啓

発や災害時における地域の

リーダーを育成 

・大規模工場・事務所等へ防災

に関する啓発活動 

・国と共同で重要水防箇所の点

検を実施 

・水防資材の購入、老朽化機材

の入替、備蓄土砂の撹拌 

・要配慮者利用施設における避

難計画の策定、訓練実施を支

援 

・広域避難について、隣接市と

の対応について検討 

・民間企業と連携した避難場所

を指定している 

・今後も継続実施し、発災時の円

滑な災害対応に備える。 

 

・引き続き、災害時要援護者支援

連絡会を実施し、災害時要援護

者対策の検討を進める。 

 

 

 

 

 

 

・要支援高齢者見守り対策事業の

充実・発展に努める 

 

 

 

・今後とも各種支援・啓発活動を

実施し、地域の防災力向上に資

する 

 

・左記の取り組みの継続 

 

・左記の取り組みの継続 

 

・左記の取り組みの継続 

 

・左記の取り組みの継続 

 

 

・左記の取り組みの継続 

 

・左記の取り組みの継続 
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（５）訓練の実施 

これまで、国、県及び市町は、防災関係機関で構成する｢水防連絡会｣の開催、

県と市町との合同防災訓練の実施、水防工法訓練の実施、県民も参加した水防

訓練や防災訓練、災害図上訓練の実施などの取組を行ってきている。 

今後、国、県、市町その他の防災関係機関は、大雨を想定した実践的な避難

訓練や水防訓練を行うとともに、県民はそれらに積極的に参加するよう努める。 

 

表） 訓練の実施に関するこれまでと今後の取組一覧(その1) 

主体 これまでの取組 今後の取組 

国 ・毎年出水時期前に県・市町や

防災関係機関で構成する｢水

防連絡会の開催 

・洪水対応演習の実施 

・今後も継続して水防連絡会を実

施し、連携強化に努める。 

・大規模洪水時における職員の危

機管理能力及び地域防災力の向

上を図ることを目的に実践的な

訓練を行う。 

県 ・毎年出水期前に県・市町や防

災関係機関で構成する｢水防

連絡会｣の開催 

・市町との合同防災訓練の実施 

・今後も継続して訓練を実施し、

連携強化に努める。 

・大規模洪水時における職員の危

機管理能力及び地域防災力の向

上を図ることを目的に実践的な

訓練を行う。 

・大規模災害を想定した演習を地

域住民とともに開催し、発災時

の円滑な避難・救援・警戒活動

に備える。 

猪名川町 ・職員向けに毎年度水防工法訓

練を実施し、土のうの作成・

備蓄。 

・防災訓練は地域(まちづくり

協議会)単位で実施 

・今後も継続した訓練を実施す

る。 

・災害時に必要な職員間の情報連

携体制やその方法を見直し、災

害対策本部の機能強化に努め

る。 

川西市 ・市水防訓練及び市防災訓練を

毎年各1回実施 

・市防災訓練では、消防団、自

主防災組織、防災士会や避難

行動要支援者等の住民も参加 

・地域の自主防災訓練等で、避

難訓練やDIGなどを実施 

・今後も各種団体と連携した訓練

を継続し、災害発生時に備え

る。 

・浸水害に対する図上訓練の実施

を検討する。 

・左記の取り組みの継続する 
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表） 訓練の実施に関するこれまでと今後の取組一覧(その２) 

主体 これまでの取組 今後の取組 

宝塚市 ・毎年関係機関や市民による総

合防災訓練を実施(H28年度は

400名が参加) 

・市緊急消防援助隊に関する応

援訓練及び、市域における大

規模災害に備え、応援隊の受

援計画を策定(H29) 

・今後も継続して実施し、発災時

の円滑な避難・救援・啓開活動

に備える 

・発災時の応援計画及び受援計画

の円滑な運用のため実践的な演

習を実施する 

伊丹市 ・水防工法訓練を実施 

・災害図上訓練を実施 

・市内部（消防局）と連携し、

避難訓練についての情報を共

有化 

・毎年水防工法訓練を実施する。 

・総合防災訓練の実施により、自

治会や中学生をはじめ、｢いた

み災害サポート登録｣等により

協力関係を構築している市内事

業所との連携を深めることで、

地域の防災力の底上げを図る 

 

尼崎市 ・市職員と消防団が参加する水

防工法訓練の実施  

・県との海岸保全施設に関する

合同訓練の実施  

・猪名川河川事務所、県等との

情報伝達訓練の実施 

・例年8月末頃に自衛隊、海上

保安庁等の関係機関との連携

強化を図るため、防災総合訓

練を実施 

・地域における避難訓練を支援 

・左記の取り組みを継続する。 

・発災時に円滑な災害対応が図れ

るよう、災害図上訓練(DIG)を

含めた多様な訓練を継続実施す

る。 

 

 

 

 

 

・左記の取り組みを継続する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
阪神広域防災訓練 

 上記写真は平成24年に尼崎市の武庫

川河川敷で行われた。 

川西市防災訓練(ｼｪｲｸｱｳﾄ訓練) 
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（６）建物等の耐水機能 

県民は、敷地の地形やハザードマップ等を確認し、自らが所有する建物等に

浸水が見込まれる場合は、敷地の嵩上げや遮水壁の設置、電気設備の高所配置

など、耐水機能を建物等に備えるよう努める。 

国、県及び市町は、地域防災計画に定める防災拠点施設や避難所に浸水が見

込まれる場合は、必要性を検討した上で、耐水機能を整備するよう努める。 

また、県は、耐水機能を備えることが計画地域における減災対策に特に必要

と認めた建物等については、条例第45条に基づき、所有者等の同意を得た上で、

指定耐水施設に指定する。 

 

 

 

 

 

 

 

図） 耐水機能の主な例 

 

 指定耐水施設の指定 

県は、当該建物等の防災上の役割、推進協議会の協議内容等から、耐水機能

を備えること等が計画地域における減災対策に特に必要と認め、所有者等の同

意の得られた施設を指定耐水施設に指定(条例第45条)する。 

指定耐水施設の所有者等は、指定耐水施設に耐水機能を備え、その機能を維

持する。 
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表） 耐水機能を備えた建物等と今後の取組一覧 

主体 これまでの取組 今後の取組 

国 園田出張所(止水板設置) － 

県 

県立尼崎総合医療センター 

（敷地の嵩上げ、自家発電設備

や受水槽等の上階設置） 

－ 

猪名川町 [民間：大陽猪名川自動車学校] 

 建物のピロティ化(高床式) 

－ 

川西市 － ・本庁舎の老朽度調査を実施し、

その結果を踏まえ、施設の耐水

化を検討 

・非常用電源の耐水化を検討 

伊丹市 － ・市内部（上下水道局）と連携

し、市庁舎の耐水化及び重要施

設での非常用電源の耐水化につ

いて情報を共有する。 

尼崎市 ・市役所（防災行政無線の電源

設備及び発動発電機の上層階

設置） 

・市庁舎及び排水施設の耐水化を

検討 

・市庁舎の非常用電源の耐水化を

検討 
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 トピックス：県立尼崎総合医療センターにおける耐水機能(兵庫県) 

兵庫県立尼崎総合医療センター〔尼崎市東難波町2丁目〕では、大雨等によ

る浸水被害を軽減させるため、以下の耐水機能を備えることとしている。 

●敷地の嵩上げ 

●自家発電設備や受水槽等の上階設置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

鳥瞰パース 

施設配置図 

庄

下

川 

位置図 

尼崎市役所 

県立尼崎総合
医療センター

JR立花駅

JR神戸線

敷地の嵩上げ(50cm)

設備類の 

上層階設置

庄下川
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（７）浸水による被害からの早期の生活の再建 

阪神・淡路大震災の経験と教訓から県が創設した共済制度である｢兵庫県住

宅再建共済制度(フェニックス共済)｣は、被災後の住宅及び家財の再建を支援

する仕組である。 

フェニックス共済は、県全体の加入率が9.5％に対し、阪神東部地域の市町

の加入率は6.4％、家財再建共済も県全体の加入率が2.6％に対し、阪神東部地

域の市町の加入率は2.0％と低い(平成29年12月31日現在)。 

県民は、浸水被害からの早期の生活再建のためフェニックス共済等への加入

等によって、生活基盤の回復に備えるように努める。 

県及び市町は、浸水被害からの早期の生活再建を促すためフェニックス共済

の県民への周知及び加入の促進に努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図） フェニックス共済チラシ 

 

表） フェニックス共済加入状況 

        種類 

市町名 

住宅再建共済制度 家財再建共済制度 

加入戸数 加入率(％) 加入戸数 加入率(％) 

猪名川町 962 11.0% 376 4.1% 

川西市 4,281 8.1% 1,624 2.9% 

宝塚市 5,305 7.3% 1,722 2.1% 

伊丹市 4,110 6.8% 1,365 2.0% 

尼崎市 8,113 5.0% 2,805 1.5% 

阪神東部地域 22,771 6.4% 7,892 2.0% 

兵庫県全域 168,563 9.5% 52,670 2.6% 

※H29.12.31現在
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７ 環境の保全と創造への配慮 

総合治水の推進、すなわち大雨による浸水被害を軽減する場合においても、自

然環境との調和を図る視点は重要である。 

したがって、自然環境を改変する規模や範囲が比較的大きい｢河川(下水道)対

策｣をはじめ、水田、ため池、森林等における水循環や生態系に関わりのある｢流

域対策｣の検討・実施に際しては、環境に関する法令の遵守はもとより、施策方

針や関連計画等との整合を図りながら、計画地域の自然環境の特性に応じて、そ

れらの保全と創造に配慮する。 

 

（１）河川環境の保全 

県は、｢ひょうご・人と自然の川づくり｣」における“安全ですこやかな川づ

くり”、“流域の個性や水文化と一体となった川づくり”、“水辺の魅力と快

適さを生かした川づくり”という基本理念のもと、生態系、水文化・景観、親

水にも配慮した河川対策を実施するとともに、｢生物多様性ひょうご戦略｣(平

成21年3月 兵庫県)を踏まえて、多様な生物の生活環境等に与える影響を可能

な限り回避・低減又は代替できる環境保全措置を講じ、生物多様性の保全に配

慮した川づくりに取組む。 

 

（２）水田・ため池環境の保全 

ほ場整備やため池改修にあたっては、生態系や景観等、環境との調和を図る

ことが求められている。また、ため池については、クリーンキャンペーン等を

通じて管理者や地域住民による環境保全活動が行われている。 

水田やため池を活用した流域対策を実施する際には、これら取組を踏まえ、

自然環境や景観の保全に配慮する。 

 

（３）森林環境の保全 

森林は流出抑制機能や保水機能を有するだけでなく、生物多様性保全機能、

地球環境保全機能、物質生産機能、快適環境形成機能、保健・レクリエーショ

ン機能、文化機能などの多面的機能を有する。流域対策としての森林の整備や

保全を推進することにより、これらの多面的機能を有する森林環境を保全する。 
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 トピックス：一庫ダムにおける環境保全の取組 

一庫ダムでは、洪水調節に支障を及ぼさない範囲で、洪水調節容量の一部に

流水を貯留しこれを下流に放流することで、下流の河川環境を保全および改善

を図る｢弾力的管理｣を平成18年度から導入している。 

ダム下流河川において、洪水期に向けた貯水池の水位低下に合わせて年1～2

回河川への土砂供給を行うとともに、アユが産卵場で産卵しやすいように産卵

期に河床をかき起こす｢川を耕し隊｣の取組を行っている。これにより魚類の産

卵場が確保されるとともに、アユやオイカワの餌となる藻類更新の促進が図ら

れており、オイカワはじめ、在来魚の数が増加している。また、一庫ダム貯水

池(知明湖)を海と見立てて流入河川を遡上する｢湖産アユ｣が数多く遡上してい

ることが確認されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典）独立行政法人水資源機構資料  

 

写真） ｢川を耕し隊｣の取組 写真） 湖産アユの遡上 
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８ 総合治水を推進するにあたって必要な事項 

（１）地域住民相互の連携 

県民は、総合治水に関する意識の向上・共有化を図るため、地域や自治会ぐ

るみで各戸貯留や防災学習に取り組むほか、大雨のとき、地域住民が協力して

安全かつ迅速に避難できるよう、避難訓練や手作りハザードマップの作成等に

努める。 

国、県及び市町は、総合治水に関する普及啓発活動や訓練、防災学習の機会

の提供を通じ、地域住民の相互連携のもと、総合治水に取り組む意識を醸成す

るよう努める。 

 

（２）土地利用計画策定者との連携 

都市計画法、森林法、農業振興地域の整備に関する法律等に基づく土地利用

計画を定める場合、浸水被害の拡大に繋がりかねない浸水想定区域内での市街

地の拡大や、現有の雨水貯留浸透機能を著しく滅失するような森林開発等は避

けることが望ましい。 

県は、土地利用計画を定める者に対し、これらの事項を考慮した上で当該計

画を定めるよう求めていく。 

 

（３）対策協議会及び、大阪府、「猪名川・藻川大規模氾濫に関する減災対策協

議会」の関係 

県は、対策協議会に対して、推進計画に基づく取組状況や推進協議会の意見

等を適宜報告するとともに、対策協議会から得られた意見を踏まえ推進計画を

見直す等して、総合治水の取組を充実させるものとする。 

特に、計画地域に隣接し、猪名川の河川管理者や猪名川流域下水道管理者等

でもある大阪府に対しては、推進協議会への陪席を求め、推進計画に係る情報

を共有した上で、相互に連携を図るものとする。 

  また、県は、国の「猪名川・藻川大規模氾濫に関する減災対策協議会」にお

ける猪名川・藻川の大規模氾濫を前提とした減災に係る取組方針等を踏まえた

総合治水を検討する。 

 

（４）財源の確保 

総合治水は、国、県、市町及び県民が協働して推進するものであり、流域対

策や減災対策は、各主体が自らの負担のもとに取り組んでいくことを基本とし

ている。 

県及び市町は、自らが所有する施設について、率先して雨水貯留浸透機能や

耐水機能を備えるため、補助金等、有利な財源の確保に努める。 

また、国、県及び市町は、各主体の取組を促進するための財政的支援等につ

いて、ニーズや整備効果を踏まえ、検討を進める。 
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（５）推進計画の見直しについて 

推進協議会は、推進計画策定後も存続し、国、県、市町及び県民は、推進協

議会において、流域整備計画との整合を図りつつ、推進計画の進捗状況等につ

いて確認の上、協議する。県は、推進協議会や対策協議会の意見を踏まえて推

進計画を適宜見直す。 

さらに、各主体が明確な意思のもとで総合治水に一丸となって取り組むよう、

具体的な目標数値の設定に努めるものとする。 

 

【参考：変更履歴】 

 

策   定：平成２７年 ３月 

第１回変更：平成２８年１２月 

第２回変更：平成３０年 ２月 

 

 


